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堤防の整備状況について 



計画断面堤防： 改修事業で計画法線上に定規断面が完成した堤防

暫 定 堤 防： 堤防高は計画高水位以上であるが、定規断面より断面
幅が不足している堤防

暫 々 定 堤防： 堤防が必要な区間のうち「計画断面堤防」及び「暫定
堤防」以外の堤防

不 必 要： 山付き区間など

堤防の延長



平成２１年度末までに、全国の直轄河川 約１０，０００ｋｍの河川堤防の浸透に対する点検が完了

※点検結果（数値）は、現在精査中のものであり、
今後修正もあり得る。

要対策
対策
不要

現地精査
により対
策不要

対策工事
実施済

■平成１４年度 河川堤防設計指針
河川堤防の浸透に対する照査基準を規定
●すべり破壊 （浸透流解析＋円弧すべり法による安全性評価）
●パイピング破壊 （浸透流解析による安全性評価）

■堤防詳細点検により、計画降雨量、計画高水位での堤防の安全性
を評価。
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浸透破壊には、堤体浸透によるすべり破壊や、基礎地盤からの浸透破
壊（パイピング破壊）がある。

被災のメカニズム

出典：河川堤防の構造検討の手引き（(財)国土技術研究センター）

【外力の考え方】

堤防詳細点検の結果



●当面の優先箇所の対策の実施
先行的に点検を実施した区間のうち、裏法すべり安全度が特に低く、かつ過去に

被災を受けている区間４８ｋｍを優先的に対策を実施（平成２１年度末完） 。

●堤防の浸透に対する点検と対策
平成14年7月にとりまとめた「河川堤防設計指針」に基づき、河川堤防の浸透に対する安全を確保するための点検

を実施。平成21年度末までに、全国の直轄河川 約１０，０００ｋｍの河川堤防の点検が完了。
点検の結果、所要の安全性が確保されていない箇所については、堤防強化対策を実施するとともに、引き続き出

水時の巡視等を行い、洪水時の水防活動に万全を期している。

■被災履歴 ■裏法すべりの照査

円弧すべり法による安定
計算では、最も危険と想定さ
れる浸潤面を抽出し、これを
照査対象断面に設定するこ
とで洪水時のすべり破壊に
対する安全率を求める。

必要安全度より低い箇所を
優先的に実施。

■対策工の事例

裏法すべり 堤体漏水

●新たな優先箇所の設定
全国の直轄河川 約１０，０００ｋｍの点検結果を受け、

裏法すべり安全度が特に低く、かつ過去に被災を受けて
いる。さらに、破堤した際のリスクが大きい（背後地人口
が大きく、ＨＷＬと背後地地盤との差が３m以上）区間を
新たに優先的に対策を実施する区間として設定（平成２３
～２５年度実施予定）〔約５０ｋｍ〕 。

施工中

施工後

堤防強化対策の整備状況



荒川下流部における堤防整備状況
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●浸透対策工法 ●概要

断面拡大工法

ドレーン工法

表のり面被覆工法

全面被覆工法

※河川堤防や土地の状況などによりこれらの工法を組み合わせて対策を行うもの。

・堤体の川裏法尻を透水性の大きい材料で置き換え、
堤体に浸透した水を速やかに排水する。
・堤体内浸潤面の上昇を抑制し、堤体のせん断抵抗力
の低下抑制する。 等

・表のり面を難透水性材料（土質材料あるいは人工材
料）で被覆することにより、高水位時の河川水の表のり
からの浸透を抑制する。

・堤体全体を難透水性材料（土質材料あるいは人工材
料）で被覆することにより、降雨および高水位時の河川
水の堤体への浸透を抑制する。

・堤防断面を拡大することにより浸透路長の延長を図
り、平均動水勾配を減じて堤体の安全性を増加させ
る。
・のり勾配を緩くすることによりすべり破壊に対する安全
性を増加させる。 等

被覆材料
（土、遮水シート等） 強化前の浸潤面

強化後の浸潤面

被覆材料

（土、遮水シート等） 強化前の浸潤面

強化後の浸潤面

堤防強化工法 ～計画高水位以下の流量に対応するため～



＜第一小段漏水状況＞＜第一小段漏水状況＞

＜基盤漏水状況＞＜基盤漏水状況＞

＜月の輪工法実施状況＞＜月の輪工法実施状況＞ ＜釜段工法実施状況＞＜釜段工法実施状況＞

＜発生箇所＞＜発生箇所＞

埼玉県埼玉県

茨城県茨城県
群馬県群馬県

埼玉県加須市埼玉県加須市 大越地先大越地先

平成１３年９月台風１５号による大規模漏水（加須市大越地先）平成１３年９月台風１５号による大規模漏水（加須市大越地先）

利根川における被災の履歴



漏水箇所

粘性土を主体とする
旧堤防

●度重なる改修工事により、築堤年代ごとに盛土材が異なるため
粘性土・砂質土が入り交じる複雑な堤防構造を形成

HWL

砂質土を主体とする
盛土材

最高水位

●堤体内にある透水性の高い層を浸透した雨水・河川水が、川裏
小段付近の粘性土によって行き場を失い噴出

複雑な堤防の土質構造



○複雑な堤防構造を有する利根川・江戸川では、断面拡大工法が「すべり破壊」「パイピング破壊」
に対する安全度向上に有効

○現堤防となじみが良く、これまでの整備した堤体を最大限に活用できる、被災時の復旧性が高い、
高規格堤防事業を行う際に手戻りが少ない、等の観点からも有利

○首都圏氾濫区域の重要性を考慮すると、対策効果の確実性が高く、長期的な耐久性にも優れて
いる 断面拡大工法が最適

首都圏の堤防強化対策 ～利根川・江戸川の７割堤防～



大規模水害への対応

○ 我が国の中枢機能と活動が集中する首都圏・近畿圏を氾濫区域に抱える利根川
や淀川等の大河川においては、ひとたび堤防が決壊すれば被害は甚大となる。

○ このため、堤防が決壊することにより我が国の国家的中枢機能と活動に甚大な影

響を与える堤防の区間において、他の地域の堤防よりも安全度が高く、越水や地震
などにも耐えることができる高規格堤防の整備を進めてきたところ。

○内閣府中央防災会議「大規模水害対策に関する専門調査会」報告
（平成22年4月）

・ 近年、世界的に大規模水害が多発しており、我が国でも大雨の発生頻度が増
加傾向。また、気候変動による海面水位の上昇、大雨や台風の強度の増加等
により、中長期的な将来においては、河川氾濫等の頻度や規模の増大等によ
る壊滅的な被害の発生が懸念。

・ 将来の気候変動による影響への対応も視野に入れた河川整備等の治水対策
等の着実な実施が重要。堤防決壊等による氾濫等が生じる可能性も視野に入
れた対策も重視すべき。

・ 国家百年の計として長期的展望を持ち、安全・安心社会を実現するための問題
解決に向けた計画的な取り組みを実施すべき。



２．浸水継続時間２．浸水継続時間１．浸水範囲１．浸水範囲 ３浸水面積３浸水面積

約530km2

４．浸水区域内人口４．浸水区域内人口

約230万人

（最大浸水深図）

約1,500人

５．死者数５．死者数

（避難率40%の場合）

5.0m以上

2.0m以上5.0m未満

1.0m以上2.0m未満

0.5m以上1.0m未満

0.5m未満

5.0m以上

2.0m以上5.0m未満

1.0m以上2.0m未満

0.5m以上1.0m未満

0.5m未満

（浸水深50cm以上）

埼玉県

東京都

浸水継続時間（日）
1日未満
1日以上 3日未満
3日以上 7日未満
7日以上 14日未満
14日以上

埼玉県

東京都

荒川

利根川

江戸川

利根川

荒川

江戸川

※山手線内側の面積
65万㎢の約８倍

※引用： 中央防災会議「大規模水害対策に関する専門調査会報告」（平成22年4月）

想定堤防決壊箇所

利根川が決壊した場合の被害想定
利根川が決壊した場合、その濁流は埼玉県を越え東京都まで押し寄せ、浸水面積は約530k㎡、浸水区域内人口は約
230万人、死者数は約1,500人（避難率40％の場合）と想定。浸水による被害額は約34兆円〈GDPの約 7％相当〉）と
想定。

約６７万人

６．孤立者数６．孤立者数

（２日後、避難率40%の場合）

ライフラインの被害ライフラインの被害



２．地下鉄等の浸水被害２．地下鉄等の浸水被害１．浸水範囲１．浸水範囲

４．浸水区域内人口４．浸水区域内人口

約120万人

荒川

隅田川

板橋区

千代田区

中央区

文京区

想定堤防決壊箇所 右岸21.0km
東京都北区志茂地先

5.0m以上

2.0m以上5.0m未満

1.0m以上2.0m未満

0.5m以上1.0m未満

0.5m未満

5.0m以上

2.0m以上5.0m未満

1.0m以上2.0m未満

0.5m以上1.0m未満

0.5m未満

想定堤防決壊箇所

北区

板橋区

止水板等の条件
出入口：高さ1m、坑口部：なし

【凡 例】

地下鉄等の
浸水状況

満管
（駅又はトンネル
の上端に到達）

浸水
（水深2mを超過）

浸水
（水深5cmを超過）

浸水なし

5.0m以上

2.0m以上5.0m未満

1.0m以上2.0m未満

0.5m以上1.0m未満

0.5m未満

5.0m以上

2.0m以上5.0m未満

1.0m以上2.0m未満

0.5m以上1.0m未満

0.5m未満

浸水状況

17路線、97駅、
約147km

（最大浸水深図）

約1,200人

５．死者数５．死者数

（避難率40%の場合）

３．浸水面積３．浸水面積

約110km2

※山手線内側の面積
65万㎢の約２倍

※引用： 中央防災会議「大規模水害対策に関する専門調査会報告」（平成22年4月）

荒川が決壊した場合、その浸水域は大手町、丸の内、有楽町等の都心部に達し、浸水面積は約110k㎡、浸水区域内
人口は約120万人、死者数は約1,200人（避難率４０％の場合）と想定。地下鉄等の浸水状況は17路線、97駅、約
147kmと想定。

荒川

隅田川

荒川が決壊した場合の被害想定

約４９万人

６．孤立者数６．孤立者数

（１日後、避難率40%の場合）

ライフラインの被害ライフラインの被害



ゼロメートル地帯における堤防の状況

ゼロメートル地帯※

江戸川

荒川

多摩川

※ゼロメートル地帯：
地盤の高さが東京湾の朔望平均満潮位以下の地域

■荒川下流域におけるゼロメートル地帯

荒川

ゼロメートル地帯※

江東区
江戸川区

墨田区

葛飾区

T.P

東京湾ゼロメートル地帯
面積：116㎞2 , 人口：176万人 河川と市街地が分断されているとともに、堤防の護岸ブロック

の老朽化が進行している

■荒川下流の堤防と背後地盤の状況

約１０ｍ

護岸ブロックの破損状況

護岸ブロックのひび割れ状況

ひびわれ

目地の空き

沈下前
大正７年頃

沈下後
現在



高規格堤防整備に係る重点整備区間について

◆ 重点整備区間
スーパー堤防のさらに効果的、効率的な整備を図るため、平成１７年３月に設定

《重点整備区間設定の考え方》
既に河川整備計画において重点整備区間を位置づけている河川以外の河川においては、破堤氾濫被害及び都

市再生の二つの視点から設定。
具体的には、堤防形状が計画断面を概ね満足している区間のうち、以下の条件①～②のいづれかを満たす区間

を基本とし、河川整備計画対象期間内（２０～３０年）における事業展開を考慮の上、重点整備区間を設定。
［条件①］高規格堤防の整備対象区間の内、特に国家的な中枢機能と活動が集中している区域を防御する堤防

の区間（具体的には利根川、江戸川、荒川については東京２３区、淀川、大和川についてはＪＲ大阪環
状線の内側）

［条件②］都市再生プロジェクトで高規格堤防整備が位置づけられている堤防の区間

重点整備区間 重点整備区間

(スーパー堤防整備区間 約８７３ｋｍのうち 約２２４ｋｍ が重点整備区間）

○ＪＲ大阪環状線内側を防護する区間
○阪高大和川線、同淀川左岸線と一体となる区間

○東京２３区等を防御する区間


